
利 用 者 の た め に 

 

１ 調査の目的 

本調査は、集落営農の活動や意向等の詳細な状況を把握し、集落営農組織の育成・確保等に係る

施策の企画・立案等に必要な資料を整備することを目的とする。 

 

２ 調査の対象 

調査は、「集落営農実態調査」（平成 24 年２月１日現在）により把握した集落営農のうち、「農産

物の生産・販売を行っている」10,700 集落営農から任意に抽出された 3,474 集落営農の代表者を調

査対象とし、2,956 集落営農の代表者から回答があった（回収率 85.1％）。 

 

３ 調査事項 

(1) 集落営農の概況について 

(2) 集落営農の農業生産について 

(3) 集落営農の収支・資産の状況について 

(4) 集落営農の各種取組について 

 

４ 調査期日 

平成 24 年３月 1 日現在 

 

５ 調査の方法 

調査は、地域センター等から調査対象に対して、調査票を郵送により配布・回収する自計調査の

方法により行った。 

 

６ 推計方法 

集計対象項目（Ｘ）の全国農業地域別の推定値は、次に示す推定式により算出した。 

また、全国の推定値は全国農業地域別推定値を合計することにより算出した。 

 

〔推定式〕 

 

 

 

 

 

 

７ 実績精度 

後継者（労働力）が確保されている集落営農数割合（統計表(3)オ全国値）の標準誤差率は 1.1％

である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｘ：全国農業地域別の xの合計の推定値 

Ｎ：全国農業地域別の母集団の大きさ 

ｎ：全国農業地域別の集計標本数 

xi：i番目の集計標本の xの調査値 

X =
N

n

n

i=1

xi



 

８ 全国農業地域の表章区分 

 

全 国 農 業 地 域 所 属 都 道 府 県 

北 海 道

東 北

北 陸

関 東 ・ 東 山

東 海

近 畿

中 国

四 国

九 州

沖 縄

北海道 

青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島 

新潟、富山、石川、福井 

茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉、東京、神奈川、山梨、長野 

岐阜、静岡、愛知、三重 

滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山 

鳥取、島根、岡山、広島、山口 

徳島、香川、愛媛、高知 

福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島 

沖縄 

注： ただし、東京、山梨、大阪、和歌山、沖縄については調査対象が存在しない、又は調査対象が少ないこと

から調査を実施していないため、表章範囲には含んでいない。 

 

 

９ 用語の解説 

 

集落営農 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「集落」を単位として注１）農業生産過程における一部又は全部についての共同

化・統一化に関する合意注２）の下に実施される営農（農業用機械の所有のみを共同

で行う取組及び栽培協定又は用排水の管理の合意のみの取組を行うものを除く。）

をいう。 

注 1)「「集落」を単位として」 

集落営農を構成する農家の範囲が、ひとつの農業集落を基本的な単位とし

ていること。例外として、他集落に属する少数の農家が構成農家として参加

している場合や、複数の集落をひとつの単位として構成する場合も含む。 

なお、集落を構成する全ての農家が何らかの形で集落営農に参加している

ことが原則であるが、集落内の全ての農家のうち、おおむね過半の農家が参

加している場合はこれを含む。 

また、大規模な集落の場合で、集落内に「組（くみ）」など、実質的に集

落としての機能を持った、より小さな単位がある場合は、これを集落営農の

単位とする。 

注 2)「農業生産過程における一部又は全部についての共同化・統一化に関する

合意」 

集落営農に参加する農家が、集落営農の組織形態、農地の利用計画、農業

用機械の利用計画、役員やオペレーターの選定、栽培方法等、集落としてま

とまりを持った営農に関するいずれかの事項について行う合意をいう。 

具体的には、次のいずれかに該当する取組を行っているものをいう。 

１ 集落で農業用機械を共同所有し、集落ぐるみのまとまった営農計画などに

基づいて、集落営農に参加する農家が共同で利用している。 

２ 集落で農業用機械を共同所有し、集落営農に参加する農家から基幹作業の

委託を受けたオペレーター組織等が利用している。 

３ 集落の農地全体をひとつの農場とみなし、集落内の営農を一括して管理・

運営している。 

４ 認定農業者、農業生産法人等、地域の意欲ある担い手に農地の集積、農作
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業の委託等を進めながら、集落ぐるみでのまとまった営農計画などにより集

落単位での土地利用、営農を行っている。 

５ 集落営農に参加する各農家の出役により、共同で（農業用機械を利用した

農作業以外の）農作業を行っている。 

６ 作付け地の団地化など、集落内の土地利用調整を行っている。 

 

ただし、以下に該当する取組のみを行う組織については、集落営農には含めな

いこととする。 

１ 農業用機械の所有のみを共同で行う取組 

農業用機械を集落で共同所有するが、その利用については、各農家が自作

地の耕作等のために個人ごとに借りて行うもの。 

２ 栽培協定及び用排水の管理の合意のみの取組 

集落内の品種の統一等の栽培協定及び集落としての用排水の合理的な利用

のための管理のみを行うもの。 

 

集落営農の構成員のうち、機械のオペレーターとして従事している者をいう。

単に免許を持っていて機械操縦ができる者であっても実際のオペレーションを行

っていない者は含まない。 

 

集落営農の構成員のうち、その集落営農が行う耕作又は養畜を中核的に担う者

であり、かつ、集落営農から得る所得が市町村の定める基本構想の農業所得水準

に達している者又は目指している者をいう。 

 

稲発酵粗飼料（稲の米粒が完熟する前に、稲と茎葉を同時に刈り込み、嫌気的

条件下で発酵させた飼料）用の稲をいう。 

 

集落営農として、生産・販売している農産物について、その作業体制をみたも

のである。 

なお、農産物の販売権を含めて農作業を受託した場合は、受託側の集落営農で

生産・販売している農産物としている。 

 

集落営農として、生産・販売している農産物について、生産に係る作業の大半

を集落営農の一部の者（オペレーター等）が中心に行っている場合をいう。 

 

集落営農として、生産・販売している農産物について、生産に係る作業の大半

をおおむね構成員全員参加の出役を中心に行っている場合をいう。 

 

集落営農として、生産・販売している農産物について、生産に係る作業の大半

を組織外の農家や組織に委託している場合をいう。 

 

過去１年間に集落営農で使用した農業用機械について、所有形態別の状況をみ

たものである。 

「組織で所有している」と「構成員が所有している」の分類は、その機械の名

義によることとするが、構成員名義で所有していても、組織で使用し、機械にか

かる費用を組織として経理している場合は「組織で所有している」としている。 

なお、構成員名義で所有する機械を組織が借り上げ、構成員に機械の賃借料を

支払っている場合は「リースで借り入れ」としている。 



 

動力田植機 
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農業用施設について 

 

 

 

育苗施設 

 

堆肥製造施設 

 

乾燥調製施設 

 

 

集出荷施設 

 

農産物加工施設 

 

 農産物販売施設 

 

資金の調達方法につ

いて 

 

 

行政からの補助

金 

 

制度資金 

 

 

 

農協からの融資

（制度資金を除

く。） 

 

その他の融資 

 

 

構成員の拠出金

 

乗用及び歩行用の動力田植機をいう。 

なお、動力耕うん機・農用トラクターの後部に取り付けて作業を行うアタッチ

メントを含む。 

 

乗用型トラクターであり、スピードスプレイヤー（ＳＳ）をけん引しているト

ラクターや動力噴霧器、動力散粉機をけん引及び搭載しているトラクターを含む。

また、動力カルチベータをはじめ、ブルドーザも農用であれば含む。 

 

自脱型コンバインのほか、普通型（汎用型）コンバインを含む。 

 

組織として所有する農業用施設についてみたものである。 

なお、個人名義で所有している施設でも、施設にかかる費用を組織として経理

している場合は、これを含む。 

 

水稲、野菜等の育苗を行う施設（ハウス及びガラス室を含む。）をいう。 

 

家畜糞尿等を処理し、堆肥の製造を行う施設をいう。 

 

収穫した米麦、大豆等の乾燥、もみすり、色彩選別、ふるい目による調製及び

袋詰め等を行う施設をいう。 

 

収穫した野菜、果実等の予冷、選果選別及び貯蔵を行う施設をいう。 

 

加工食品（カット野菜、発酵食品、畜肉加工品等）の製造を行う施設をいう。 

 

農産物等を消費者等へ販売する施設（無人販売所を除く。）をいう。 

 

集落営農が過去１年間に使用した農業用機械及び所有している農業用施設を導

入した際の資金（農業用機械については、リースにかかる賃借料を含む。）の調

達方法についてみたものである。 

 

国・地方公共団体の補助事業により受領した各種補助金、交付金等をいう。 

 

 

農業近代化資金、農業経営基盤強化資金、農業改良資金等の制度金融（国・地

方公共団体が農業政策の遂行のため、長期低利で融資したり、民間資金の貸し出

しについて利子補給を行うもの）による資金をいう。 

 

制度資金以外で農協から借り入れた資金をいう。 

 

 

 

制度資金及び農協からの融資（制度資金を除く。）以外で金融機関等から借り

入れた資金をいう。 

 

構成員から徴収した資金、又は、集落営農の利益から分配金、税金等を支出し



又は内部留保 

 

 

財務諸表の整備状況

について 

 

 

 

貸借対照表 

 

 

損益計算書 

 

 

 

 キャッシュ・フロ

ー計算書 

 

 

総収入 

 

 

 

農産物販売収入 

 

 

 

 

農作業受託料金収入 

 

総収入の変動につい

て 

 

 

 

所得の向上に向けた

取組状況について 

 

経営規模（農作業

受 託 面 積 を 含

む。）の拡大 

 

生産資材の共同

（大口）購入 

 

 農地の面的集積 

 

残った剰余金で、組織に留保されている資金をいう。 

なお、構成員が所有している機械の導入資金は、これに該当する。 

 

貸借対照表(B/S)、損益計算書(P/L)、収支計算書（キャッシュ・フロー計算書

(C/F)）、株主資本等変動計算書（S/S）、附属明細表など、企業が利害関係者に

対して一定期間の経営成績や財政状態等を明らかにするために複式簿記に基づき

作成される書類の整備状況をみたものである。 

 

経営の財政状態を明らかにするために、一定時点における経営体の資産及び負

債・資本の内容と現在高を一定の形式で表したものである。 

 

貸借対照表が財産の状態を示しているのに対し、損益計算書は一定期間の経営

成績を一定の形式で示したものであり、収益と費用の内訳及び純利益（収益－費

用）の関係を表したものである。 

 

一定期間における資金（現金及び現金同等物）の増減を活動区分別（営業活動、

投資活動及び財務活動）に表したもので、貸借対照表、損益計算書に次ぐ第三の

財務諸表と呼ばれる。 

 

集落営農の全ての事業収入（農産物販売収入、農作業受託料金収入及びその他

の事業収入）に、各種交付金、補助金等の受取額を加えた集落営農の総収入をい

う。 

 

集落営農に参加している個々の農家の農産物販売収入ではなく、集落営農とし

て生産・販売した農産物の販売収入をいう。 

なお、農産物の販売権を含め農作業を受託した場合は、受託側の農産物販売収

入としている。 

 

集落営農が農作業受託により得た収入をいう。 

 

集落営農の設立時と直近の事業年度の総収入の変化の状況についてみたもので

ある。 

なお、設立したばかりで比較ができない場合は、「設立間もないため比較でき

ない」としている。 

 

集落営農における、所得向上に向けた活動への取組状況及び今後の予定につい

てみたものである。 

  

集落営農の経営規模（経営耕地面積及び農作業受託面積）の拡大をいう。 

 

 

 

 農業生産に必要な肥料、農薬、飼料、種子等を組織で大量に購入することで、

生産費用の抑制を行うことをいう。 

 

農地を分散させずに、賃借等を通じまとまりのある形で利用集積することをい

う。 



 

 

農業用機械の共

同利用化・大型化 

 

農業生産以外の事業

への取組状況につい

て 

 

農産物の加工 

 

 

消費者等への直

接販売 

 

 

 

農家レストラン 

 

 

 

都市住民との交

流 

 

その他 

 

 

農業生産関連事業以

外の事業 

 

法 人 化 に 向 け た

取組状況について 

なお、経営規模の拡大を伴わない場合を含む。 

 

構成員が個々に所有する農業用機械を組織として共同で利用（共同利用化）又

は従前より大型の農業用機械を組織として所有し利用（大型化）することをいう。

 

集落営農における、農業生産以外の事業への取組状況及び今後の予定について

みたものである。 

 

 

販売を目的として、集落営農で生産した農産物を、その使用割合の多少に関わ

らず用いて加工することをいう。 

 

集落営農で生産した農産物やその加工品を消費者又は小売店、飲食店等に直接

販売している（インターネット販売を含む。）場合や消費者と販売契約して直送

していることをいう。 

また、沿道等で直接販売した場合（無人販売及び道の駅を含む。）も含む。 

 

食品衛生法（昭和 22年法律第 233 号）に基づき、都道府県知事の許可を得て、

不特定の者に、使用割合の多少に関わらず集落営農で生産した農産物を用いた料

理を提供し、代金を得ることをいう。 

 

農産物のオーナー制度や農業体験等を通じ、都市住民と交流を行う（観光農園

や農家民宿を含む。）ことをいう。 

 

「農産物の加工」、「消費者等への直接販売」、「農家レストラン」及び「都

市住民との交流」以外の農業生産関連事業をいう。 

 

建設業や運送業など、農業生産と関連の無い事業を行うことをいう。 

 

 

法人化を予定している任意組織における、法人化に向けた活動の取組状況及び

今後の予定についてみたものである。 

 

 

10 統計表の表示について 

(1) 統計数値については、表示単位未満を四捨五入したため、合計値と内訳の計が一致しない場合が

ある。 

(2) 表中に用いた符号は次のとおりである。 

「 0. 0」： 単位に満たないもの（例：0.04％→0.0％） 

「  - 」： 事実のないもの  

 

11 お問合せ先 

農林水産省 大臣官房統計部 経営・構造統計課センサス統計室 農林漁業担い手統計班 

代 表：03－3502－8111（内3666） 

直 通：03－6744－2247 

ＦＡＸ：03－5511－7282 


